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下水道ネ ットワークシステムの費用便益分析

仲　上　健　一

１． 循環型社会における水資源環境システム

　水資源環境と社会とのかかわりは多様であり複雑である。水資源環境の危機的現象である ，洪

水被害，渇水被害，水質汚染被害に対して従来型の公共事業が中軸として実施されている。対策

事業採択の基本的な考え方としては，今日の社会経済システムが維持されるという限定的範囲の

視点から事業の適応可能性 ・社会的受容性が判断される 。たとえは，第８次治水事業五箇年計画

（１９９２年度～１９９６年度）では，総投資額を１７兆５千億円とし，王要課題として，○安全な社会基盤

の形成，　水と緑豊かな生活環境の創造，　超過洪水，異常渇水に備える危機管理施策が設定さ

れた。安全な社会基盤の形成では治水施設の整備が中心的事業であり ，水環境創造では，水資源

開発施設の整備 ・水辺空問の整備 ・水質の改善，危機管理施策では，堤防の整備 ・渇水容量の確
　　　　１）
保である 。ここに見られる事業は，問題発見 ・対応型問題解決の政策フレームであり ，その実現

のための整備手法的方法である。公共事業の根本的あり方が問われる今日的状況のなかで，これ

までの２０世紀的整備手法は，２１世紀の建設技術の視点として『「つくる側の技術」から「つかう

側の技術」へ』と思考の転換が志向されつつある。すなわち，「つかう側の技術」のコンセプト

として，「自然との共生」 ，「安全への備え」 ，「参加型の社会」 ，「豊かな生活」，「福祉社会の実現」
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）「膚報化社会」 ，「低 コストの社会」，「世界への貢献」が視点として示されている 。この「つかう

側の技術」が豊かな杜会経済システム構築の論理であるならば，「つくる側の技術」がプロジェ

クト推進の論理であろう 。環境基本法（１９９３年１１月１９日法律第９２号）で規定された環境基本計画

（１９９４年１２月１６日）における環境政策の基本方針である「循環を基調とする経済社会の実現」のた

めの方策としても ，このｒつかう側の技術」の構築が必要となる 。水資源計画を事例にとれば，

次のような指摘ができる 。中長期的な総合的渇水対策として，１ ，水利用の合理化，２ ，水意識

の高揚，３ ，安定した水資源の確保がある 。これらの渇水対策の実施施策が担当官庁や担当部局
　　　　　　　　　　　　３）
により毎年実施されてきた。しかしながら ，１９９４年度に全国的規模で発生した渇水（平成６年列

島渇水）においては，このような施策にもかかわらず社会経済システムに大きな影響を与えた 。

渇水影響（取水制限，白主節水，減圧給水，時問給水等）を受けた国民は１ ，５８３万人に達し都市生

　　　　　　　　　４）
活の脆弱性が露呈した。２１世紀において循環型社会を標祷し，かつ「つかう側の技術」をめざす

にもかかわらず，都市において，渇水被害，洪水被害が構造的に発生している現実は何を意味し

ているのであろうか。さらには多くの自然災害に対してなんら有効な施策が見られないのが現状

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７１４）
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である 。すなわち，循環型社会の具体的プランの創出ができないかぎり ，実質的な解決はできな

いことを示している 。今日の都市域を中心とした渇水被害の発生の要因は，降雨を代表とする気

象条件のみならず，流域の自然条件（水源域の地質 ・地形 ・植生 ・河川流況 ・湖沼水質等）や，都市

条件（人口 ・産業 ・就業 ・消費構造等）との相互の関係に依存している 。すなわち，古典的な意味

合いでの「水供給能力と水需要とのアンバランス」から渇水被害が構造的に発生している 。すな

わち都市の発展は，経済発展や産業技術の進歩により規定され，水資源の確保が大きな制約条件

ではない。現代の都市は渇水問題とは独立的に成り立 っている 。古来より都市の成立は，河川や

湖沼等の水辺環境の豊かな土地から発達した。しかし，いまや多くの都市において，都市域固有

の水資源の容量をはるかに超える人口や都市活動を抱える状況となっ ている 。もはや，渇水被害

の発生や，また渇水被害額の大小によっ て都市の成長パターンを制御できないのである 。水資源

開発事業の基本理念である ，「生活水準の向上，経済社会の高度化に対応した渇水に対する水供

給の安全度の向上」が現実的に実現できるような有効な対策事業が可能となるのであろうか。ま

た， 効果の少ない渇水被害解消のために膨大な対策事業費を投入して対応しなけれはならないの

であろうか。社会経済システムの高度化 ・多様化によっ て発生した渇水問題に対する新たな疑問

に対して，旧態以前の方式である「水供給の安全度の向上」だけでは，すでに世論形成の点でも

限界がきているのである 。すなわち，これらの疑問に答えることなしに，総合的渇水対策事業を

実施することは，都市の人口増加を虹担保に保証し結果として確実に現代の都市問題の矛盾を拡

大するとともに，渇水対応策としても必ずしも有効とはいえない。そして，事業実施の収支とし

て水道料金の高騰化となり ，市民の生活に直接的に反映し水資源計画の孤立化（アイソレーシ ョ

　　　　　　　　　　　　５）
ン）の原因ともなりかねない 。

　社会問題複合体（Ｓｏｃ１ａ１Ｐｒｏｂ１ｅｍａｔ１ｑｕｅ 問題の本質を，多数の要素の性質と相互関係の中に存在すると

考えるシステム分析の概念）として水資源環境問題をとらえることが必要である 。すなわち，関連

するインタレスト ・クルー プが多数存在し，事業のライフタイムスパンが極めて長い水資源環境

問題の解決においては，問題そのものが複雑であるとともに，長期的なものを短期的に決定すべ

きでないという判断が明確に導入されることが循環型社会の構築にとっ て必要である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
２． 公共事業の費用便益分析の方法と課題

　費用便益分析とは，ある事業の実施に起因して生じる効果，すなわち経済的便益と事業の実施

にかかる費用を算出し，その事業の実施の個別的経済評価のみならず社会的評価を含んだ経済的

分析手法である 。事業王体の採算性を中心とした経済的分析手法が財務分析であるのに対して ，

費用便益分析は経済社会の効率性の視点から見た経済分析である 。費用便益分析の源流は，フラ

ンスの土木技師であるＪ　Ｄｕｐｕ１ｔのｒ公共事業の効用の測定について」（１８４４年）に見ることがで

きる 。その後，理論化され，アメリカ合衆国の洪水調節法（１９３６年）において費用便益分析法が

公共事業の採用基準として法文化されて，多くの公共事業に適用された。費用便益分析の手法上

の問題は，¢機会費用の無視，　第１次利益の過大視，　割引率の設定，＠第２次利益の過大視 ，

等多くの点が指摘された。さらに，プロジェクト評価の経済評価のみならず，１９７３年のＷＲＣ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７１５）
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（Ｔｈ．ＵＳ　Ｗ．ｔ。。 Ｒ。。。ｕ。。。。 Ｃ．ｕｎ．１１）では公共事業の環境 ・社会評価の広がりを背景としながら ，便

益として評価する項目に関して，次の４点を考慮すべき要素として設定した。すなわち ，¢国民

経済発展，　地域経済発展，　環境質の向上，＠社会福祉の向上である 。ＷＲＣにより ，創設さ

れたカイドラインにしたがって，公式的なＳＷＢ（Ｓｏ．１．１Ｗ．ｌ１－Ｂ．ｍｇ）指標をより完成するための
　　　　　　　　７）
作業が展開された。ＷＲＣは，１９８牌には，これらの指標を集大成する方向で，評価の体系化を

まとめるとともに，連邦政府による代替プランがつぎの４つの検討基準によっ て査定することを
　　　　８）
明確にした

　完全性 ：計画された効果の実現を確実にするための必要な投資および活動の提供

　有効性 ：特定の問題を軽減し，一方では特定の機会を実現する保障

　効率性 ：国の環境保護と矛盾なく ，特定の問題を軽減し，一方では特定の機会を実現するため

　　　　　に最もコスト効果のあるプランの策定

　受け入れ可能性 ：関連機関および住民からの容認および公共政策への適合性のあるプランの策

　　　　　定

　水資源開発計画を計画どおりに推進するためには，水資源開発計画における水源地域と受益地

域における様々なインタレスト ・グループ問の利害対立を調整することが重要な課題である 。水

資源開発事業をめくる水源地域の住民意識は，都市化 ・情報化の進展により ，近年急激に変化し

てきており ，上下流間の社会的緊張関係は１９７０年代に入 って，一層厳しいものになっ ている 。そ

の解決の方法として，計画的技法（環境アセスメント），制度的方法（水源地域対策基金等）が活用
　　　　　９）
されている 。とくに，米国環境政策法（Ｎａｔ１ｏｎ．ｌ　Ｅｎｖ１．ｏｎｍｅｎｔ．１Ｐ．１１．ｙ　Ａ．ｔ　ＮＥＰＡ）のもとでは

，

環境影響報告書（ＥＩＳ）は，環境の質に関する評議会（ＣＥＱ）に提出され，一般に公表されてい

る。 とくに，ＣＥＱでは，「資源」という概念を広くとらえ，活動によっ て損失や破壊を余儀な
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
くされた自然および文化資源をも含んでいる 。水資源開発計画の理念は，このような背景のもと

に， 経済成長の目的を実現するための手段，すなわち，合目的的，効率第一主義から総合的，環

境・ 社会配慮への重視へと転換していっ たのである 。ＷＲＣの提起した４つの検討基準に水資源

開発事業が適合するためには，水資源開発計画の計画対象圏域のみならず計画対象要素をも拡大

するとともに，流域管理計画における経営理念を実現するための方策が必要となっ たのである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）さらに公共事業においても表　 １に示すような費用便益分析の標準化の検討がおこなわれている 。

　とくに，公共事業のなかでも道路事業における計測方法は，計測の理論化とともに豊富な経験

を有するために精綴化されている 。他の公共事業は今後さらに検討を必要とする課題を多く含ん

でいる 。

（７１６）
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　　表一１　公共事業の費用便益分析の概要
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事業名称
（事業主体） 概要および基本的考え方 計測方法の概要

道路事業 定量化の可能性，評価作業の容易性，デ ・便益＝時間短縮便益十走行便益十交通事故減少便

（建設省道路局） 一タの制約を考慮 。 益

・事業費用と供用後３０年間に生ずる便益の 時問短縮便益は時間を賃金率

比による投資効果 。 走行便益は走行経費節減額

・割引率は年率４％ 。 交通事故減少便益は人的 ・物的損害を保険統計を

・Ｂ／Ｃ≧１ ．５を投資効果あり もとに推計

河川 ，ダム事業 「治水経済調査要綱」に基づく 。 ・流量規模別想定被害額より想定年被害軽減期待額

（建設省河川局） ・従来計測しない効果も評価する を便益

流量規模別治水事業費

・新たな投資効果

河川改修による土地利用高度化

河川環境整備による河川来訪者

水質浄化効果

渇水被害軽減効果

砂防事業および急傾斜 人命保全効果を中心とする 。 人命想定被害額＝保全人口数Ｘ人的生産価値の損

地崩壊対策事業 失

（建設省河川局） 国土保全想定額：（過去の災害被害額／実績流出

土砂量）Ｘ計画対象土砂量

海岸事業 農林水産省，運輸省と共同でマニュ アル 想定浸水 ・浸食区域内の地目別面積，人口と被害

（建設省河川局） 策定 。 額原単位から被害総額を算定。被害発生確率から

年平均便益額を求める 。

・年平均費用は総事業費に耐用年数，利子率，維持

管理費率を考慮して算定する 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
３． 下水道事業のライフサイクルコストとネ ソトワーク化の推進

　杜会資本に対する世論調査等において，下水道は常に上位に挙げられている 。この国民意識を

背景として，下水道事業は社会資本整備の代表的事業として位置づけられてきた。下水道の意義

は， 生活環境の改善，浸水の防除，公共用水域の保全，水環境の創出等多岐にわた っている 。下

水道に対する期待は一貫して高いにもかかわらず，その普及状況は，１９９５年度末において，全国

約３ ，２００の市町村のうち約半数が下水道事業に未着手である 。ここにおいて，大都市における

下水道事業が有する課題と ，人口５万人未満の小規模な市町村が直面している下水道事業の課題

の違いが明確になりつつある 。日本の下水道普及率（下水道処理人口／総人口）の進捗状況は１９６５

年度の８％から ，１９７５年度の２３％，１９８５年度の３６％，そして１９９４年度において５１％と ，着実に高
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
まっ てきた。２１世紀初頭における目標はおおむね９０％と設定されている 。２１世紀を直前にして ，

未着手地域における下水道事業の推進の課題は存在し，その実現の結呆としての９０％の普及率達

成という数量的目標達成と ，大都市を中心に見られる既設下水道に対する維持 ・管理 ・更新とい

う質的目標達成の課題の解決策をが求められる 。下水道をどのような都市施設と位置づけるかと

いう問題の前に，どのような都市をつくるかが問われなければならない。阪神 ・淡路大震災が残

した教訓は，災害列島日本で都市を形成するためには，成長都市 ・効率都市を目指すのではなく ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
「安全」 ，「快適」な「持続可能な都市」を創造することであろう 。２０世紀の後半期においてスト

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７１７）



　９４　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４７巻 ・第５号）

ツクされた下水道施設を，２１世紀において維持更新していくにあた っては，下水道を個別施設と

して現状維持するために管理するのでは不十分である。まず，面的整備状況にある下水道施設を

ネットワーク化し，機能効率を高めるとともに，災害に対応することは，世代問の公平を構築す

るためにも必要である 。地球環境新時代においては，従来の機能的欲求の水準を満足させるだけ

でなく ，事業に対する社会的 ・環境的配慮が強く求められる 。事業の目的そのものが環境創造を

通じての健全な経済社会の構築というより高度な次元となりつつある 。すなわち，事業の計画 ・

実行において多目標の実現が求められる 。さらには，文化 ・情報 ・国際化の要素をどのように事

業に導入するかは，杜会資本整備における新たな課題となる 。社会資本ストッ クの増加にともな

い維持管理 ・更新投資の増大に対して維持補修費の低減，施設の延命化等によるライフサイクル

コストによるプロジェクト管理の重要性がますます高くなる。２１世紀の社会資本の整備における

過程で配慮せさるを得ない要素は，例えは，下水道に限定すれは，下水道の本来の基本的機能に

付加して新たな機能が発生することであろう 。とくに，２１世紀初頭においては大都市地域では
，

完備の水準に達成する場合，都市の基盤的施設であ った下水道が，機能の遂行ととともに新たに

都市環境を創造する原動力の可能性を有する 。今日のライフサイクルコストの役割は，効率的事

業運営の手段，省 コスト ・オリェンティドな技術開発のインセンティブであろう 。しかしながら ，

下水道事業における維持 ・管理 ・更新において主要な人件費や情報管理コスト ，さらには個別下

水道に対応した管理技術の開発コストを低減することは容易ではない。２１世紀においては，社会

資本としての下水道を都市装置として新たな価値を生み出すためのライフサイクルコスト方式を

検討することが必要となろう 。すでに，大規模な投資が行われた下水道事業がトータルな意味で

のライフサイクルコストを考慮することなしには，２１世紀の事業経営は厳しいものとなろう 。

　下水道計画の策定においては，技術（計画），財務（工事費と維持管理費の財源），経済（費用便益

分析），管理 ・運営機構およぴ法制，環境改善（効果）に関する分析と評価の作業が実施される 。

とくに，維持管理費（将来の維持更新費も含む）の算出においては，○管渠（管渠清掃），　ポンプ

場， 処理施設（水 ・電気使用料，薬品費，機器類の更新費），　水質試験（水 ・電気使用料，薬品費，機

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
器類の更新費），＠修理工場（機器類の更新費），　管理 ・運営である。維持管理費は，狭義の下水

道管理 ・運営に限定したものである 。しかし，下水道事業は，計画期問，工事期間，さらに運営

期問，そして維持更新までを入れると５０年～１００年の期間を要する 。そのときには，計画当初の

財務計算，経済計算，およびライフサイクルコスト計算が信頼性を有する可能性は少ない。また ，

最小費用原理に基づいた最適配置計画の見直しや設計基準，技術基準等も大きく進歩するとする

ことによる変更要因が多く存在する。突発的な事例としては，例えは，１９９５年１月に発生した
，

阪神 ・淡路大震災においては，下水道は１ ，０５０箇所の被害を受けた。この震災被害を通じて ，

神戸市民の下水道に対する認識が高まっ た。 この認識を背景として，下水道に対する新たな要望

として「災害時でも下水道を利用でき安定生活が営める 。」 ，「災害時放流による環境損失が防止

できる 。」等である 。これは従来の独立型下水道から，下水道幹線のネ ソトワーク化に対する要

望が高まっ たと判断できよう 。この下水道ネ ットワーク化に対する要望は，これまでの下水道整

備の線的整備の段階から ，下水道整備が進んだ都市域における面的整備の相乗効果を狙ったもの

である 。このような，計画当初において想定しなかった新たな課題から発生する費用と便益をラ

イフサイクルコストの観点からどのように考慮するかは重要な課題である。この下水道のネ ット

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７１８）
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　　表一２　下水道ネ ットワークの整備効呆

９５

ネットワーク効果 利用者効果 事業者効果

災害時への対応 災害時に下水道利用可能 処理場被災時の応急対策可能

災害時に環境損失防止 下水道機能低下の防止

管渠の改築更新 恒常的な下水道使用可能 主要幹線の２条化費用の軽減

流下汚水処理のポンプ運転の軽減

高度処理への移行 公共水域の水質向上 新規処理場用地の買収不要

良好な親水空間の提供 将来汚水増への柔軟な対応が可能

生活の利便性向上

既設汚水幹線の能力不足解消 改良工事に伴う生活環境の保全 既設汚水幹線の改良費軽減

廃止ポンプ場の跡地有効利用 公共空間の増大 跡地の多目的活用

中継ポンプ場の維持管理費の軽減

ネットワーク幹線の空間有効利用 再生水供給による防火用水の確保 再生水配管，光ファイバー管の布設が容易

ワークを整備するためには，既往施設と新規施設との接合システム ，接合技術等の開発の課題の

解決が重要となる 。下水道整備に対する要望は，社会資本整備の課題として常に大きいが，それ

は下水道の個別機能的に類型化し，長期問を要する下水道計画のために，個別機能に応じてそれ

ぞれ提供することにより社会的公平性を保障することが可能となる 。表　２に下水道ネ ソトワー

クによる利用者効果と事業者効果を示した。このようなネ ソトワーク効果がとの時期に発生する

かは，個別事業の状況に規定されるが計画担当者の意思決定による 。すなわち，計画担当者は ，

ライフサイクルコスト計算においては，下水道ネ ットワーク化による効果および便益について正

確に推定するとともに，その発生時期も推定することにより全体のコスト削減，さらには新たな

便益の創出を制御することが可能となる 。

　とくに，ライフサイクルコストの地域範囲を，施設のみに限定せず，国民経済の視点から地域

公平性の視点から計算することも課題となろう 。下水道の普及は，河川の固有水量の低下を招い

たり ，雨天時の未処理排水の公共用水域への排水，地下水系の生態系の破壊等の課題が存在する 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
４． 下水道計画のネ ットワークシステムの費用便益分析

　都市活動を支える基盤施設は，「交通」 ，「情報」 ，「電力」 ，「ガス」 ，「上水道」は利便性，安全

性等の理由でネ ットワークが形成されている 。下水道は普及率が低いことを背景としてネ ットワ

ークが形成されていない。「下水道」は自然流下を原則としているため他の都市基盤設備に比較

してネ ットワーク化が遅れている 。しかし，都市における下水道普及率の向上さらには下水道シ

ステムの技術の進歩によりネ ットワーク化の意義が高まっ てきた。下水道ネ ットワーク化の効果

は， 下水道システムの集中型システムの利点（管理の効率化，管理費用の削減，局部的変化への対応 ，

災害時への対応，余裕の管理等），さらには分散型システムの利点（危険分散，復旧拠点の分散化，計画

的， 大規模な改築更新等）の両者を活用することができることにある 。下水道のネ ットワーク化に

よる利点が強調されても ，ネ ットワーク化の効果そのものが費用と便益の要素として構造的に整

理することが必要である 。表　３は下水道ネ ソトワーク化に伴う費用と便益の評価の内容である 。

これらの要素を基本として，下水道ネ ットワーク化に伴う費用と便益の構造を図一１に示す。こ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７１９）
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表一３

立命館経済学（第４７巻 ・第５号）

下水道ネ ットワークの費用と便益の評価

ネットワークの効果 評　価　内　容 評価項目

○　災害時にも使用停止しない 災害時に下水道が稼働する

害時にトイレが使用できる

害時に水質汚濁防止ができる

・便益で評価

・便益で評価

・便益で評価

　　高度処理への移行が円滑にできる 良好な街並み景観形成

・観光の活性化

・便益で評価

・便益で評価

　　発生汚水の偏りに柔軟に対応 ・都市の発展に寄与できる

量増加に対応できる

・便益で評価

・便益で評価

＠　処理場流入汚水の変動緩和 ・調整池建設費低減 費用で評価

＠　既設汚水幹線の能力不足解消 ・幹線増強費低減 費用で評価

＠　改築更新カ溶易 ・幹線の改築更新が容易

・改築更新時の処理水質の安定性が確保

費用で評価

・便益で評価

プロジ ェクトの系

ＢＡ＋△ＢＡ＋ＢＡＤ

地域の社会経済
活動の活性化

公共用水域の
水質保全

．；
ＢＥ＋ＢＥＡ＋ＢＥＤ＋ＢＥＲ

里
下水道の使用者

１萎
圭嚢 周辺環境の整備

　　　　凡例

［二］ 費用

〔二二）便益

く　　　　　　金銭の動き

［ニコ 新たな便益

　　　　　　　　図一１

災害時にトイレが
使える ，下水道が
使える便益

、…１鮒雛
ＭＴ＋ ＭＴＡ姜１ ．萎

Ｂ・
資源，資産

　　の活用

ネットワークの
建設費，維持管理費

下水排除，処理施設の
建設費，維持管理費

下水道ネ ットワーク化に伴う費用と便益

こでは，下水道事業にかかるインタレスト ・グループとして下水道事業者，下水道の使用者とし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｆ１）
た。 これらの費用便益構造を定式化すると次のようになる 。

　　［下水道整備の費用便益１

　　　　　　Ｂ　　　ＢＬ＋Ｂ Ｅｓ ＋ＢＥ＋Ｂｓ＋Ｂ
Ａ

　　　　　了 、＝
、。Ｃ、。Ｍ、。ＣＴ．ＭＴ　　　　　　　　　

（１）

　　［下水道ネ ットワークの導入に伴う下水道全体の費用便益１

　　　　　　ＢＢＬ＋Ｂ Ｅｓ ＋　ＢＥ＋　ＢＡ＋Ｂ ｓ

　　　　　一　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２）
　　　　　　Ｃ　ＡＤ　ＣＬ＋Ｃｐ＋Ｍｐ＋　ＣＴ＋　ＭＴ＋ＣＮ＋ＭＮ

　　　　　　　　　　　　　　ＢＥ＝ＢＥ＋Ｂ肌十ＢＥＤ＋Ｂ
ＥＲ

　　　　　　　　　　　　　　ＢＡ＝ＢＡ＋」ＢＡ＋Ｂ ＡＤ

（７２０）



　　　　　　　　　　　　下水道ネ ットワークシステムの費用便益分析（仲上）　　　　　　　　　　　９７

　　　　　　　　　　　　ＣＴ＝ＣＴ＋ＣＴＡ

　　　　　　　　　　　　ＭＴ＝ ＭＴ＋ＭＴＡ

　　［下水道ネ ットワークの費用便益１

　　　　　Ｂ　　　」ＢＥ＋Ｂ
ＥＡ ＋ＢＥＤ ＋Ｂ ＥＲ ＋」ＢＡ＋ＢＡＤ ＋」Ｂｓ＋Ｂ

ｏ

　　　　７ 、＝ 　ムＣ
Ｔ＋州丁十ＣＴ、 十ＭＴ、 十Ｃ、十Ｍ、　　　　　　

（３）

　　［下水道ネ ットワークのみの費用便益１

　　　　　Ｂ　　　ＢＥＤ ＋ＢＥＲ ＋凶ＢＡ＋」Ｂｓ＋ムＢ ＥＡ ＋Ｂ ｏ

　　　　沽＝　舳、Ａ ＋Ｃ、。Ｍ、　　　　　　　　　
（４）

　以上の，式を基本として，神戸市における下水道システムの費用便益を算定し表　４に示す結
　　　Ｆ２）
果を得た。すなわち，下水道事業の費用便益比はネ ットワークシステムでは２ ．Ｏ１ ，独立システム

では１ ．５９と算定された。また，この算出方法は機会費用による算出によるものであり ，この測定

値の信頼性を検証するために，便益をＷＴＰ法（支払い容認価格法）を用いた費用便益比は２２９と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｆ３）
なり下水道ネ ソトワークシステムによる事業効呆が著しいことが樹則される 。

表一４　下水道事業の費用と便益の評価（神戸市を事例として）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（割引率４％，単位１０億円）

ネットワーク 独　　　立

二次処理便益 １６３ １６３

高度処理便益 １４４ １２９

災害時便益 ５８

便益＆

発生汚水偏りに柔軟対応便益 ２

改築更新便益 １３

計 ３８０ ２９２

新設 ・増設費用 Ｎ幹線及びＮポンプ場 ２７

処理場他 ６７ ８１

機械電気設備更新費 Ｎ幹線及びＮポンプ場 ２

処理場他 １０ ９

費用ｑ

用地費 ２４ ３７

維持管理費 Ｎ幹線及びＮポンプ場 １

処理場他 ５９ ５６

計 １８９ １８４

Ｂ。／Ｃ 。

２． ０１ １． ５９

　今後の課題

　公共事業においては，道路事業やタム事業において費用便益の事例分析は見られるが下水道事

業さらには下水道ネ ットワークシステムの費用便益の分析例は少ない。下水道における費用便益

分析のマニュアルとして確立されるには，さらに精密な検討を要する 。しかしながら ，費用便益

計算の計算過程が明示化されているという特徴を有するため，方法の改良は可能であると考えら

れる 。また，神戸市の下水道ネ ットワーク化という具体的事例を基本として検討を進めたため ，

より普遍的なマニュアルを策定するためには都市下水道事業一般の事例を検討し，課題を抽出す

ることが必要となる 。

（７２１）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注

Ｆ１）記号の意味は次のとおりである 。

　　　　Ｂパ地域の社会経済活動活性化の便益

　　　　」Ｂパネ ットワーク化で発生する地域の社会経済活動活性化の便益の増分

　　　　Ｂ．Ｄ： ネットワーク化で発生する災害時の地域の社会経済活動継続の便益

　　　　ＢＥ： 公共用水域の水質保全（二次処理程度）の便益

　　　　」ＢＥ： 公共用水域の水質保全（二次処理程度）の便益の増分（水量増分のみを評価）

　　　　Ｂ眺： 公共用水域の水質保全（高度処理程度）の便益

　　　　」Ｂ眺： ネットワーク化による高度処理への円滑な移行での水質保全便益の増分

　　　　ＢＥＤ： ネットワーク化で発生する災害時の公共用水域の水質保全の便益

　　　　Ｂ眠： ネットワーク化で発生する改築更新時の公共用水域の水質保全の便益

　　　　ＢＥｓ： 周辺環境整備の便益

　　　　ＢＬ： 便所の水洗化の便益

　　　　Ｂｏ： その他ネ ットワーク化で生じる便益

　　　　Ｂｓ： 資源，資産活用の便益

　　　　」Ｂｓ： 資源，資産活用の便益の増分（ネ ットワーク化により生じる便益）

　　　　ＣＬ： 水洗化等の費用

　　　　Ｃ。： ネットワーク化に要する建設費

　　　　Ｃ。： 下水排除施設の建設費

　　　　ＣＴ下水処理施設（二次処理）の建設費

　　　　」ＣＴ： 下水処理施設（二次処理）の建設費の増分（水量増分のみを評価）

　　　　ＣＴ。 高度処理導入による下水処理施設建設費

　　　　Ｍパネ ットワーク化で発生する維持管理費

　　　　Ｍｐ下水排除施設の維持管理費

　　　　ＭＴ下水処理施設（二次処理）の維持管理費

　　　　」ＭＴ下水処理施設（二次処理）の維持管理費の増分（水量増分のみを評価）

　　　　ＭＴＡ 高度処理導入による下水処理施設維持管理費

　　　　」ＭＴＡ　ネ ソトワーク化による高度処理への円滑な移行での下水処理施設維持管理費の増分

Ｆ２）表　４の算出における前提条件およぴ算出方法は次のとおりである 。

　　　費用の計測条件は次の通りである 。

　　　対象区域 ：神戸市，東灘処理区，中央処理区，垂水処理区，鈴蘭台処理区

　　　対象期問 ：１９９８年 ～２０４７年

　　　発生汚水量 ：５６６ ，９９４ｍ３／日（１９９５年）～９１１ ，Ｏ００ｍ３／日（２０２５年）

　　　　　　　　　９１１ ，０００ｍ３／日（２０２６年～２０４７年）

　　　建設スケジ ュール ：２０２５年に全処理場高度処理化

　　　建設費 ：新設および増設建設費，用地費，機械電気設備更新費

　　　維持管理費　二次処理，高度処理，場内ポンプ場，ネ ソトワーク用ポンプ場，汚水中継ポンプ場 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７２２）
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　　　　　　　　　ネ ットワーク幹線

　　　割引率 ：４％

　　便益の計測条件は次の通りである 。

　　　二次処理便益 ：神戸港の水質悪化による観光客の減少から算出

　　　高度処理便益 ：神戸港の水質改善による観光客の増加から算出

　　　災害時便益 ：合併浄化槽による代替費用，仮設トイレ設置費等，事業活動停止による損害仮処理施

　　　　　　　　設費，仮処理による水質保全上の損失

　　　発生汚水の偏り対応便益　合併浄化槽による代替費用

　　改築更新時便益　更新時に処理レベルタウンによる損失

　　　割引率 ：４％

Ｆ３）ＷＴＰ法による便益の算定は次のとおりである 。

　　神戸市市政アドバイザ ー１ ，０００人に次の３項目についてアンケート調査を行 った 。

　　　Ｑ７ ：災害に強い下水道をつくるため，下水道の耐震性を強化すれば，水道がでるのに，または水

　　　　　があるのに下水道が使えないようなことがなくなります。あなたは，この価値を，もしお金に

　　　　換算するとするならば，１世帯につき１月当たりどのくらいの額だと評価されますか。（金額

　　　　選択）

　　　Ｑ８ ：大都市の下水道管や下水処理場はずいぶん古くなっ ており ，壊れる前に計画的にやりかえて

　　　　　いかねばなりません。うまくやりかえていけば，ある日突然下水道が使えなくなることはなく

　　　　　なります。あなたは，この価値を，もしお金に換算するとするならば，１世帯につき１月当た

　　　　　りどのくらいの額だと評価されますか。（金額選択）

　　　Ｑ９ ：自然を破壊するのは簡単ですが，もとに戻すのは大変です。将来の世代に大きなお荷物を残

　　　　　さないためには，早めに対策を行わなければなりません。下水処理場で処理した水をもっとき

　　　　　れいにして，失われた自然を取り戻す必要があります。あなたは，この価値を ，もしお金に換

　　　　算するとするならば，１世帯につき１月当たりどのくらいの額だと評価されますか。（金額選

　　　　択）

　　　上記アンケート結果を次のように計算した 。

　　　¢　災害時にも下水道が使える便益 ：５０円／ｍ３

　　　　　老朽施設を改築して引き続き下水道が使える便益 ：５０円／ｍ３

　　　　　下水道の高度処理など水質を改善する便益 ：５０円／ｍ３

　　　これを原単位として，機会費用による便益算定の方式にしたがって計算する 。

　　割引率４％で便益は４ ．３３１３億円となり ，費用便益比は２ ．２９となる
。
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